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Ⅰ．はじめに

　近年における経済のグローバル化の流れにより、外国為替や株式等の金融商

品取引の活発化と複雑化を促し、主に多国籍企業による事業活動や資金調達活

動が国家という枠組みを超えて行われる時代となった。このような経済環境の

変化は、企業が開示する財務情報を形成する会計手法や方針に多大な影響を与

えており、その具体的な内容の一つとして挙げられるものが財務会計における

貸借対照表日時点での資産負債の時価評価の導入である。

　資産負債における時価評価尺度の導入は、企業の財務業績指標に対して多大

な影響を与えることになる。なぜなら、会計期間中における資産負債の価額変

動が貸借対照表上の純資産に対して影響を与えるため、これらの数値も財務業

績の一部として考えられ得るからである。従来の財務会計制度では、純利益計

算に含まれない時価変動額について想定しておらず、これらの金額は、損益計

算書には計上せずにその累積額を貸借対照表の純資産項目として直接計上する

処理を行うことが多かった。このことは、両財務諸表において示されている純
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資産と利益の連携を保つクリーン・サープラスの前提に反しており、財務業績

の計算構造における問題点と考えられていた。

　上記の問題を解決する方法として、近年新たな財務業績概念である『包括利

益』の導入が進められている。包括利益とは、資金の流出入が確定していない

資産負債の時価変動額である『その他包括利益』項目を合計した指標であり、

従来の『収益費用観』とは異なる『資産負債観』に基づく利益概念である１。

　現在、包括利益情報の開示について規定している会計基準には、米国財務会

計基準審議会（����）が公表している米国財務会計基準書（����）第１３０号が

ある。当該基準では、純利益に替わるボトムラインの業績指標として包括利益

を想定しており２、純利益と包括利益の差額を構成する資産負債の時価変動額

をその他包括利益項目と定義している。また、会計基準の世界的統一作業を

行っている国際会計基準審議会（����）においても、国際会計基準（���）第

１号において包括利益の開示等に関する規定を行っている。

　このような財務報告の国際的な動向にも対応するため、現在日本の会計基準

設定を担っている企業会計基準委員会（����）は２０１０年６月に企業会計基準第２５

号を公表している。この基準の導入により、日本企業における包括利益情報は、

２０１１年３月末決算期以降に業績計算書内において計上されることとなっている。

　上述の包括利益情報は、時価会計を適用する範囲や業績指標としての有用性

の有無をどのように捉えるかによって解釈が異なるため、各会計基準設定機関

によって表示項目や形式が異なっている。本論文では、主に包括利益情報の表

示形式について、現行の財務会計制度をふまえた上で、新たな表示形式である
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����収益費用観と資産負債観は、会計の中心概念にそれぞれ収益・費用と資産・負債を想定

する会計的観点である。両会計観についての歴史的経緯の説明は渡邉（２００５，２００６）

を参照。

��������第５号������３９�４４、平松・広瀬（２００２）���２３０�２３２、����第６号������７０�７７、

平松・広瀬（２００２）���３２０�３２４を参照。
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マトリックス形式を理論的に解説している������（２００４）のレビューを行い、

����と����によるマトリックス形式の制度面での適用状況についての解説

を行う。

Ⅱ．包括利益情報の表示内容

１ ．包括利益情報の表示形式とその内容

　包括利益情報の開示についての問題点としては、従来損益計算書上に計上さ

れていなかった資産負債の時価変動額であるその他包括利益項目の表示場所と

会計処理方法が挙げられる。

　現行の会計基準では、包括利益情報の表示形式として一計算書形式・二計算

書形式・株主持分変動計算書形式を規定している。一計算書形式とは、当期純

利益を算定した損益計算書と合体する形で、当期純利益にその他包括利益を加

算して包括利益を導出するまでを一表に収録する方法、二計算書形式とは、損

益計算書とは別個に包括利益計算書を設け、その中で当期純利益にその他包括

利益を加算して包括利益を表示する方法である。株主持分変動計算書形式とは、

当該計算書の中でその他包括利益累計額の期中変化としてその増減の情報を提

供する方法であり、業績計算書外においてその他包括利益情報を開示する点で

上記の二形式とは異なっている３。

　一方、その他包括利益項目の会計処理方法として問題となるのが当該項目に

対するリサイクリング（���������）の適用である４。リサイクリングとは、その
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����包括利益を財務業績のボトムラインとして導入するという流れにより、財務業績計

算書ではない株主持分変動計算書を用いた報告形式は廃止される方向にある。����

第１３０号������９７�９９、桜井（２００６）���８０�８１を参照。

����斉野（２００４）��１１６を参照。
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他包括利益項目の包括利益への二重計上を防止するため、前期以前にその他包

括利益に含められた項目を当期のその他包括利益から控除するとともに、純利

益より上のいずれかの損益算定区分に含めることを指す５。リサイクリングの

禁止を導入することにより、会計的に操作可能な利益表示方法の排除が可能と

なる。

　以下の表１では、����・����・����の各会計基準設定団体における包括利

益情報の表示に関する基準の概説を示している。

表１　包括利益情報の表示に関する基準の比較表
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��������第１３０号������１８、佐藤（２００３）��１３５を参照。５

������������

２０１０年６月公表

企業会計基準第２５号
「包括利益の表示に
関する会計基準」

２００７年９月改訂

���第１号
「財務諸表の表示」
（����������	�
	��
������������	�	
�
�	�）

１９９７年６月公表

����第１３０号
「包括利益報告」
（��������	�
����������	
���
�����）

財務業績に
ついて規定
された基準

・一計算書方式
・二計算書方式
（第１１項）

・一計算書方式
・二計算書方式
（�����８１）

・一計算書方式
・二計算書方式
（推奨：�����２３�６７�９７�９９）

・株主持分変動計算書方
式

（容認：�����２３�６７）

開示方法

すべての項目につい
て組替調整（リサイ
クリング）が行われ
る。
（第９項、第３１項）

保険数理差損益と固定
資産再評価益を除いて
リサイクリングされる。
（�����９５�９６）

すべてのその他包括利益
項目がリサイクリングさ
れる。（�����１８）

リサイクリ
ングの適用
の有無



２ ．その他包括利益の対象項目

�　為替換算調整勘定

　為替換算調整勘定は、親会社が保有する在外事業体の財務諸表を連結する際、

資産負債を決算日の為替レートで換算する決算日レート法を用いて換算するこ

とにより生じる時価変動額である。����第５２号と���第２１号では、在外法人の

換算方法の決定に「機能通貨（���������	
�������
）」という概念を用いている。

機能通貨とは、在外事業体の活動に主に用いられる通貨のことである。一般に

現地通貨を用いている、つまり親会社とはある程度独立した活動を行っている

在外事業体の換算に決算日レートが用いられる。外貨建取引等会計処理基準で

は、在外法人の換算方法の分類に機能通貨概念を適用せず、在外子会社に対し

て画一的に決算日レート法を用いることになっている６。

　為替換算調整勘定は、親会社と在外子会社の立地する国の為替レートの変動

と、親会社の報告通貨を用いている二社以上の在外子会社を連結財務諸表に組

み込む必要性から生じる項目である。当該項目の性質には、直近にキャッ

シュ・フローが生じないこと、将来の取崩しの可能性があることが挙げられる。

そのため、この項目が各企業の株価形成に影響を与えにくい項目であると考え

られる。しかし、為替レートの変動が、企業活動に関係する金利や物価上昇率

の変動等の各国の経済状況を反映することにより、換算利得損失が有益な情報

となりうる場合、当該項目は市場による株価形成の一因となると考えられる。

　����と����では、為替換算調整勘定について、当該項目は様々な原因から

生じ、その認識額はとりわけ換算に用いられる為替レートに依存するとしてお

り、リサイクリングが廃止された場合、現行の����第５２号と���第２１号の換

算方法が変更されると考えている７。
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����外貨建取引等会計処理基準（二，三）を参照。

��������・����（２００６）�����５９を参照。
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�　未実現売却可能証券評価損益

　未実現売却可能証券評価損益は、売却や満期保有目的以外で保有する有価証

券から生じる時価変動額であり、日本の基準では「その他有価証券評価差額金」

に当たる。����第１１５号と���第３９号では、これらから生じる時価変動額をす

べてその他包括利益項目に分類するが、日本の金融商品に関する会計基準では、

すべての評価損益を評価・換算差額等の項目に計上するか、評価損部分を特別

損失とするかを選択する形式を採っている。

　����と����では、未実現売却可能証券評価損益のリサイクリング廃止につ

いて、現行の����第１１５号と���第３９号では連結子会社と持分法適用会社の投

資には適用されないことから、基準適用外の投資は純利益計算において認識さ

れる公正価値の変動の測定を免除すべきとしているものがあり、リサイクリン

グが廃止された場合、これらの投資を公正価値で単純に測定すべきではないと

いう意見を述べている８。また、����第１１５号と���第３９号は、簡単に公正価

値を測定できる投資に対して適用される。これは、本質的に����第１５７号にお

ける「公正価値ヒエラルキー９」で定義されている「レベル１のインプット１０」

を用いて測定される事業投資への公正価値測定に限界があることを示しており、

リサイクリングが廃止された場合、すべての事業投資は公正価値によって測定

されるべきかどうかという疑問が生じる。

　近年、����と����は、未実現売却可能証券に関して、その損益を純利益ま
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��������・����（２００６）�����６０を参照。

����公正価値による測定及び関連する開示に関する首尾一貫性及び比較可能性を高める

ために、公正価値を測定するための評価技法において使用されるインプットはレベ

ル１からレベル３まで（レベル１が最上位）の３段階に優先順位付けされ、これを

公正価値ヒエラルキーと言う。����第１５７号������２２、西川（２００６）��４４を参照。

����レベル１のインプットとは、公正価値が最も簡便かつ客観的に判明する資産負債の

ことを指す。����第１５７号������２４、西川（２００６）��４５を参照。

８

９

１０



での項目とするかその他包括利益項目とするのかについて選択する方法を検討

している。この場合、当該項目の売却損益と評価損益との境界がなくなるため、

どちらの処理を選択しても必然的に当該項目のリサイクリングが無くなること

を示している。

�　未実現デリバティブ評価損益

　未実現デリバティブ評価損益は、����第１１５号と���第３９号において、

キャッシュ・フロー・ヘッジ、すなわち予定取引に対して適用され、当該取引

のキャッシュ・フローの変動を相殺し、そのリスクを軽減することを目的とす

る手段から生じる時価変動額である。日本の基準では、該当するヘッジ取引が

異なっているが、「繰延ヘッジ損益」がこれに類似する項目である。

　金融商品に関する会計基準では、繰延ヘッジ損益を、相場変動等による損失

の可能性がある資産又は負債で、当該資産又は負債に係る相場変動等が評価に

反映されていないもの、相場変動等が評価に反映されているが評価差額が損益

として処理されないもの等に対するデリバティブから生じる時価変動額として

捉えており、キャッシュ・フロー・ヘッジよりも広い範囲の取引のことを指し

ていると考えられる。つまり、日本の基準では、純利益に含まれるヘッジ取引

の範囲が����や����に比べて狭いことを意味している。

　����と����では、未実現デリバティブ評価損益のリサイクリングの廃止に

ついて、企業は純利益を操作する目的でキャッシュ・フロー・ヘッジ取引を行

う可能性があるとしており、リサイクリングと純利益の開示の廃止はキャッ

シュ・フロー・ヘッジ会計の廃止につながると考えている１１。
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��������・����（２００６）�����６２を参照。１１



�　企業年金に関する評価差額項目

　企業年金に関する評価差額のうち、保険数理差損益は、保険数理上の仮定に

基づく見積値と実績値との差異および保険数理上の仮定の変更により生ずる項

目である。

　企業年金に関する評価差額のリサイクリングの廃止について、����第１５８号

では、退職後給付の長期的性質を反映して期間純便益費用の構成要素として保

険数理差損益の認識を遅らせる過去の実務を継承している。これは、一般的に

短期的性質の項目と比較して測定に関する高い不確実性と変動性を有する長期

的性質を持つ項目の「円滑性」が、具体的で信頼できる情報を提供するかどう

かを問題としていると考えている１２。

　保険数理差損益に関する���第１９号の追加条項は、リサイクリングを要求し

ていない。この項目は純利益外にて報告されるが、それが認識される期間に留

保利益へ転記されることにより、純利益と同様の方法で処理されるものと捉え、

これを別個の問題と考えている１３。

�　固定資産再評価差額項目

　固定資産再評価差額は、企業の保有する固定資産を時価評価する際に発生す

る項目であり、再評価剰余金と呼ばれる純資産項目に累積額が表示され、純利

益に影響されることなくその金額を取り崩す際に留保利益に直接転記される。

また、米国基準では固定資産の減損の戻入等を認めていないため、この項目は

表示されない。日本では、企業の保有する土地の時価変動額を「土地再評価差

額金」として認識するが、その時価変動額は任意の決算日の時価によって一度

限りの評価替えを行うことにより発生し、土地の売却などによる取崩額が直接
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��������・����（２００６）�����６３を参照。

��������・����（２００６）�����６４を参照。
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利益剰余金に振り替えられるため、その他包括利益項目には含まれない。

　����では、固定資産再評価差額のリサイクリングについて、���第１６号と

���第３８号の条項に応じて会計処理される評価損益は、その他包括利益項目と

して認識され、再評価剰余金と呼ばれる純資産項目に累積額が表示されており、

純利益に影響されることなくその金額を取り崩す際に留保利益に直接転記され

ているため、この項目はリサイクリングされていない１４。一方、����では再

評価益の認識を容認していない１５。

Ⅲ．包括利益情報の開示形式に関する検討

１ ．マトリックス形式― Barker（２００４）

　������（２００４）では、包括利益情報の表示形式の一種であるマトリックス形式

について理論的側面の解説を行っている。この研究によると、各国の現行基準

における損益計算では、「当期業績主義利益１６」に営業外損益項目・非循環項

目・例外的・管理不能項目に分類される収益費用のうちのいくつかを加減して

算定されており、これらの組合せによって利益概念が形成されているとされる。

以下の表２は上記した三項目の具体的な分類を示している。
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��������・����（２００６）�����６５を参照。

��������・����（２００６）�����６６を参照。

����当期業績主義では、利益は企業（組織）の正常な収益力を示す指標であり、利益の算

定の基礎となる収益費用は、経常的・反復的な発生原因に基づくものとされる。

１４

１５

１６



表２　三つの利益概念の適応項目例

　������（２００４）では、表２に沿って利益概念を形成することは、様々な問題に

より実質的には不可能であることを示している。具体的には、損益項目を営

業・営業外項目に分類する問題点として、①各産業において頻度の多寡がある

企業活動を個別に定義することは不可能であり、活動の区分化は主観的な判断

が介在してしまうこと、②企業は単に所与の活動を繰り返しているわけではな

いので、ビジネスモデルによって営業・非営業活動の境界を定めることはでき

ないことを挙げている１７。

　また、損益項目を循環・非循環項目に分類する問題点として、企業の継続的
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����������（２００４）��１６３を参照。１７

利益概念

管理可能
（Ｃｏｎｔｒｏｌｌａｂｌｅ）

循環
（Ｒｅｃｕｒｒｉｎｇ）

営業
（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ）

　　包括利益項目

＊リストラ費用

＊のれんの減損

＊有形固定資産の減損

＊有形固定資産の再評価

＊有形固定資産処分損益

＊＊＊海外純投資による外貨換算調整損益

＊＊＊売却可能な金融商品の公正価値変動額

＊＊＊年金債務における保険数理差損益

＊訴訟・保証金支払い

＊＊＊異常・除外項目

＊廃止事業損益

＊が付された項目は、利益計算から除外する項目を示す。

　�出典：������（２００４）��１６２



活動である営業と循環性の概念は重複する部分があり、営業活動と循環活動と

の区別を行うことは困難であるとした上で、主観的な問題として、各報告主体

は、勘定項目ごとに経常（循環）的か非経常（非循環）的かを将来事象におけ

る主観や情報利用者の利用度に基づいて判断しなければならないため、単純に

循環・非循環項目として分類することは不可能であるとしている１８。

　そして、損益項目を管理可能・管理不能項目に分類する問題点として、企業

の財務業績に関するすべての影響は確実な方法によって測定することができな

いため、外部的影響は市場価格変動によって客観的に測定できないが、替わり

に経営者自身の見積りによって測定可能であるとしており、財務諸表作成者で

ある経営者によって行われる見積りの変更を通じた利益操作の余地が大きいと

論じている１９。

　これらの問題点を解決する方法としての財務業績報告における徹底的な資産

負債観の導入は、利益概念形成における主観性の介入と企業による利益操作の

余地を大幅に減少させることにつながり、投資家に対する財務業績報告の信頼

性がより向上するものと考えられる。

　以上の議論を考慮すると、この新たな報告形式では、資本取引を除く測定さ

れうるすべての純資産変動項目を損益項目として捉え、財務業績計算書に計上

することとなる。具体的には、一会計期間におけるすべての資産負債の変動額

は、収益費用項目として事業・財務・法人所得税・非継続事業のいずれかに分

類され、包括利益計算書内のそれぞれ適した区分において表示される２０。
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����������（２００４）��１６４を参照。

����������（２００４）��１６４を参照。

����事業に分類される項目は、さらに営業（��������	）と投資（���������）に分けられる。

����・����（２００６）�����４１を参照。営業は、企業の本業に関わる項目、投資は、余剰

金の運用に関わる項目、財務は、資金調達等の金融コストに関わる項目を指すと考

えられる。

１８

１９

２０



　また、各収益費用項目を再測定項目（��������������）２１とそれ以外に分類

して表示する形式を採っている。この報告形式は、企業活動の内容を行、収益

費用の発生原因を列に区分するマトリックス形式を用いている２２。ここでの収

益費用は、資産負債の期間変動額とその測定方法をもとに分類されるため、実

現・未実現損益には分解されず、その他包括利益項目のリサイクリングを行う

余地はないと考えられる２３。

表３　再測定項目の例
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再測定項目再測定前項目

・再評価
・減損
・処分損益
・資産価額の変動
・減損
・その他すべての収益費用
・年金債務における保険数理損益
・年金資産の期待外収益
・公正価値への修正
・繰延税金資産への修正
・引当金設定時の見積額の変動

・減損

・減価償却

・賃貸収益
・売上原価
・利息収益費用
・勤務コスト
・金利コスト
・年金資産の期待収益
・初期認識
・初期認識
・金利コスト
・償却

有形固定資産

投資資産
棚卸資産
金融商品
企業年金
（現在の����
　基準案による）
株式報酬
引当金

のれん・無形資産

　�出典：������（２００４）��１６６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

����再測定とは、「資産負債の簿価を変動させる価格や見積りの修正」と定義される。

������（２００４）��１６５、����・����（２００６）�����３３を参照。

����なお、このような報告形式は、２００２年４月の業績報告プロジェクトに関する合同会議

の報告書において具現化されており、その雛型が掲載されている。藤井（２００３）���２１

�２７を参照。

����すべてのその他包括利益項目がリサイクリングされる場合、純利益の累積額は、最終

的に包括利益の累積額と等しくなるため、純利益と包括利益の相違は認識時点の問

題であると考えられている。����・����（２００６）�����３５を参照。

２１

２２

２３



　再測定とは、企業の通常もしくは循環的な活動に関わる収益費用と単発的・

臨時的に発生する収益費用を区分するための概念である。事業用の有形固定資

産を事例として考えると、減価償却費は一定期間における資産の費消によって

生じる費用であるため再測定項目ではないが、減損損失はある時点における資

産の使用価値を修正しているため再測定項目に分類される。表３では、具体的

な再測定項目の分類を示しており、表４では、������（２００４）において提示され

ているマトリックス形式の包括利益計算書の例を示している。

表４　マトリックス形式の包括利益計算書の例

２ ．財務諸表の表示プロジェクトにおける予備的見解

�　包括利益計算書の新形式

　近年における財務業績報告に関する議論は、����と����が進めている「財

務諸表の表示」プロジェクトを中心に行われている。２００６年１０月に開催された

����と����による共同ミーティングにおいて、従来の純利益計算の廃止と新
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再測定値再測定値考慮前合計

（５０）

（２５）
―�
５�

（２４０）
９０�
４０�

（１４５）

棚卸資産の減損

減損
再評価
処分損益
減損
割引率変動の影響
公正価値変動

非継続事業の純資産

１２００�
（３３０）
（２００）

（６０）

―�
（１１０）
（１９０）

１３５�

売上収益
材料費
賃金，勤務コスト，
株式報酬
減価償却費

償却費
割引率の改定
支払利息

税金
非継続事業の純資産

１２００�
（３８０）
（２００）

（８０）

（２４０）
（２０）
（１５０）
１３０�
（３０）
（１０）
９０�

売上収益
材料費
労務費

有形固定資産

のれん
引当金
金融商品

税金
非継続事業
包括利益

　�出典：������（２００４）��１６８



たな財務業績報告の報告様式であるマトリックス形式の提案がなされている。

この形式は、２００２年４月に����と英国会計基準審議会（���）によって進め

られていた同プロジェクトの前身である業績報告プロジェクトにおいて公表さ

れた報告書の中で提示されており、従来の各収益費用項目を一列に並べて表示

する報告様式とは大きく異なっている２４。

　その後、����と����は、２００８年１０月に「ディスカッション・ペーパー：財

務諸表の表示に関する予備的見解（����������	
����

��
���������
����������

����������	�）」（以下「予備的見解」）を公表している。この「予備的見解」で

は、すべての財務諸表について「事業（��������）２５」、「財務（���������）」、「法

人所得税（��������	
��）」、「非継続事業（����������	
��
	�������）」の各セク

ションに分類して表示する報告形式を提示しており２６、包括利益計算書につい

ては、上記項目にその他の包括利益を加え、一連の包括利益算出過程を一つの

計算書内で報告することを提示している。

　前述したように、２００７年９月に����が公表した改訂���第１号では、財務

業績計算書において、純利益項目に替わる新たなボトムラインである包括利益

項目を据えることを提示しているが、包括利益の表示方法は一計算書及び二計

算書方式のどちらかを選択することとなっており、その内訳項目を前述の各セ

クションに分類して開示することは示されていない点について「予備的見解」

とは異なっている。以下では「予備的見解」に示されている包括利益計算書の

提案様式を示している。

112 アドミニストレーション第１８巻１・２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

����岩崎（２００３）���６７�７０を参照。

����ここで言う事業項目は、営業（��������	）と投資（���������）のそれぞれの項目を

合計した形式で示されている。

��������と����は、このような報告形式について、財務諸表の透明性を高めるという見

解を示している。����・����（２００８）������２�１６�１８を参照。

２４

２５

２６



表５　������包括利益計算書（提案様式）
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１２月３１日終了事業年度
２００９年２０１０年

事　業
　営　業

２�５９１�４００�２�７９０�０８０�　　売上�卸売
６４７�８５０�６９７�５２０�　　売上�小売
３�２３９�２５０�３�４８７�６００�収益合計

　　売上原価
（９２５�０００）（１�０４３�１００）　　　材料費
（４５０�０００）（４０５�０００）　　　労務費
（２１５�０００）（２１９�３００）　　　間接費�減価償却費
（１０８�０００）（１２８�６４０）　　　間接費�輸送費
（２７�０００）（３２�１６０）　　　間接費�その他
（４６�８５３）（６０�２５０）　　　棚卸資産増減
（４７�２５０）（５１�９７５）　　　年金
（９�５００）（２９�０００）　　　棚卸資産評価損

（１�８２８�６０３）（１�９６９�４２５）売上原価合計
１�４１０�６４７�１�５１８�１７５�売上総利益

　　販売費
（５０�０００）（６０�０００）　　　広告費
（５２�５００）（５６�７００）　　　人件費
（１５�０３４）（２３�０６８）　　　貸倒損失
（１２�５００）（１３�５００）　　　その他
（１３０�０３４）（１５３�２６８）販売費合計

　　一般管理費
（２９７�５００）（３２１�３００）　　　人件費
（５８�５００）（５９�８２０）　　　減価償却費
（４７�２５０）（５１�９７５）　　　年金
（１７�０００）（２２�０２３）　　　株式に基づく報酬
（１６�５００）（１４�８２５）　　　リース負債に関する利息
（７�８５０）（８�４７８）　　　研究開発費
（１４�６００）（１５�７６８）　　　その他
（４５９�２００）（４９４�１８９）一般管理費合計
８２１�４１３�８７０�７１８�その他営業項目前利益

　　その他営業収益（費用）
２２�０００�２３�７６０�　　　関連会社Ａの持分法損益

��２２�６５０�　　　有形固定資産売却益
３�７００�３�９９６�　　　キャッシュ・フロー・ヘッジ実現益
（２�０２５）（４�９８７）　　　債権売却損
（３５�０３３）��　　　のれんの減損損失
（１１�３５８）４５�４１９�その他の営業利益（損失）合計
８１０,０５５ ９１６,１３７ � 営業利益合計



表５　������包括利益計算書（提案様式）�続き

　表５で示したように、「予備的見解」では、包括利益の表示形式として、���

第１号において認められている二計算書方式ではなく、単一の計算書内で全項
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１２月３１日終了事業年度
２００９年２０１０年

投　資
５０�０００�５４�０００�　　受取配当金
７�５００�１８�２５０�　　売却可能有価証券実現利益
３�２５０�７�５００�　　関連会社�の持分法損益
６０,７５０ ７９,７５０  投資利益合計
８７０,８０５ ９９５,８８７  事業利益合計

財　務
５�５００�８�６１９�　　現金に係る受取利息
５,５００ ８,６１９  財務資産収益合計

（１１０�２５０）（１１１�３５２）　　支払利息
（１１０,２５０）（１１１,３５２） 財務負債費用合計
（１０４,７５０）（１０２,７３３） 財務収益及び費用の正味合計

法人所得税及びその他の
７６６�０５５�８９３�１５４�包括利益前の継続事業からの利益

法人所得税
（２９５�２６６）（３３３�６２５）　　法人所得税費用
４７０�７８９�５５９�５２９�継続事業からの利益

非継続事業
（３５�０００）（３２�４００）　　非継続事業による損失
１２�２５０�１１�３４０�　　法人所得税軽減額
（２２,７５０）（２１,０６０） 非継続事業による損失
４４８,０３９ ５３８,４６９  当期純利益

その他の包括利益（税引後）
１５�２７５�１７�１９３�　売却可能有価証券の未実現損益（投資）

��３�６５３�　再評価剰余金（営業）
（１�４９２）２�０９４�　外貨換算調整勘定－連結子会社
１�６９０�１�８２５�　キャッシュ・フロー・ヘッジ未実現損益（営業）
（１�３００）（１�４０４）　外貨換算調整勘定－関連会社�（営業）
１４,１７３ ２３,３６１  その他包括利益合計
４６２,２１２ ５６１,８３０  包括利益合計

６�１４�７�０７�� 基本的１株当たり利益�
５�９６�６�８５�� 希薄化後１株当たり利益

出典：����（２００８）・����（２００８）���１０６�１０７（企業会計基準委員会訳［２００９］���９６�９７）



目を表示している。これは、企業間における財務業績計算書の比較可能性を改

善し、情報利用者に対してその他包括利益情報を含む一貫した財務業績情報の

提供を行うことを目的としている２７。また、���第１号と同様に包括利益計算

書内の内訳項目として純利益項目が計上されており、年金項目や再評価剰余金

を除くその他包括利益項目のリサイクリングについて未だ廃止という結論を提

示していないことから、現在のところ現行の純利益の開示が維持されている２８。

その他包括利益項目については、機能別分類の困難な為替換算調整勘定を除き、

各セクションに分類して表示することを要求している２９。

�　キャッシュ・フローの包括利益への調整表

　「予備的見解」では、情報利用者のニーズに沿った財務諸表分析が行えるよう

財務諸表数値を分解した情報の提供を要求しており３０、その具体的な方法とし

てキャッシュ・フローと利益の調整表を提示している。この調整表は、前述し

たマトリックス形式の包括利益計算書を基に、再測定項目以外の経常的な財務

業績部分をキャッシュ・フローとそれ以外に分類する方式を採用している。以

下の表６では、「予備的見解」において紹介されている調整表の具体的な数値例

を示している。

　����と����は、その他包括利益項目を含む再測定項目を分解して表示する

当該調整表の導入により、情報利用者がより効率的に財務諸表分析を行うこと

が可能になると考えている３１。両審議会は、資産負債の公正価値の変動額情報
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��������・����（２００８）�����３�２８�３１を参照。なお、����は、２００９年４月送付の「予備的

見解」に対するコメントレターにおいて、二計算書方式の廃止に反対している。

��������・����（２００８）�����３�３３��３�３５��３�６９を参照。

��������・����（２００８）�����３�２５��３�３４��３�３７�３�４１を参照。

��������・����（２００８）�����２�７�２�１１を参照。

��������・����（２００８）�����４�２９��４�４２�４�４３を参照。

２７

２８

２９

３０

３１
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表
６
　
�
��
��
�２
０１
０
年
１２
月
３１
日
終
了
事
業
年
度
に
関
す
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
包
括
利
益
へ
の
調
整
表（
提
案
様
式
）

�
�

�
�

�
�

�

包
括
利
益
計
算
書

所
有
者
と
の
取
引
以
外
に
よ
る
資
産
及
び
負
債
の
変
動

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
の
表
題

再
測
定

再
測
定
以
外

包
括
利
益
計
算
書
の
表
題

包
括
利
益

（
Ｂ
＋
Ｃ
＋
Ｄ
＋
Ｅ
）

そ
の
他
の

再
測
定

経
常
的
な

評
価
額
修
正

経
過
勘
定
、

配
分
、そ
の
他

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー

事
　
業

事
　
業

　
営
　
業

　
営
　
業

　
　
売
上
�
卸
売

２
�７９
０
�０８
０
�

６８
１
�３２
６
�

２
�１０
８
�７５
４
�

　
　
卸
売
客
か
ら
の
収
入

　
　
売
上
�
小
売

６９
７
�５２
０
�

（
６
�４６
７
）

７０
３
�９８
８
�

　
　
小
売
客
か
ら
の
収
入

　
　
収
益
合
計

３
�４８
７
�６０
０
��

６７
４
�８５
９
��

２
�８１
２
�７４
２
��

顧
客
か
ら
の
収
入
合
計

　
　
売
上
原
価

　
　
製
品
の
た
め
の
支
出

　
　
　
材
料
費

（
１
�０４
３
�１０
０
）

（
１０
７
�５５
６
）

（
９３
５
�５４
４
）

　
　
　
材
料
の
購
入

　
　
　
労
務
費

（
４０
５
�００
０
）

１３
�９６
６
�

（
４１
８
�９９
６
）

　
　
　
労
務
費

　
　
　
年
金

（
５１
�９７
５
）

９
�００
０
�

１０
９
�１２
５
�

（
１７
０
�１０
０
）

　
　
　
年
金

　
　
　
間
接
費
�
減
価
償
却
費

（
２１
９
�３０
０
）

（
２１
９
�３０
０
）

　
　
　
間
接
費
�
輸
送
費

（
１２
８
�６４
０
）

（
１２
８
�６４
０
）

　
　
　
間
接
費
�
輸
送
費

　
　
　
間
接
費
�
そ
の
他

（
３２
�１６
０
）

（
３２
�１６
０
）

　
　
　
間
接
費
�
そ
の
他

　
　
　
棚
卸
資
産
増
減

（
６０
�２５
０
）

（
６０
�２５
０
）

　
　
　
棚
卸
資
産
評
価
損

（
２９
�００
０
）

（
２９
�００
０
）

　
　
売
上
原
価
合
計

（
１
�９６
９
�４２
５
）

（
２９
�００
０
）

９
�００
０
��

（
２６
４
�０１
６
）

（
１
�６８
５
�４０
９
）

製
品
の
た
め
の
支
出
合
計

　
　
売
上
総
利
益

１
�５１
８
�１７
５
�

（
２９
�００
０
）

９
�００
０
�

４１
０
�８４
３
�

１
�１２
７
�３３
３
�

　
　
販
売
費

　
　
販
売
活
動
の
た
め
の
支
出

　
　
　
広
告
費

（
６０
�００
０
）

５
�００
０
�

（
６５
�００
０
）

　
　
　
広
告
費

　
　
　
人
件
費

（
５６
�７０
０
）

１
�９５
５
�

（
５８
�６５
５
）

　
　
　
人
件
費

　
　
　
貸
倒
損
失

（
２３
�０６
８
）

（
２３
�０６
８
）

　
　
　

　
　
　
そ
の
他

（
１３
�５０
０
）

（
１３
�５０
０
）

　
　
　
そ
の
他

　
　
販
売
費
合
計

（
１５
３
�２６
８
）

（
１６
�１１
２
）

（
１３
７
�１５
５
）

販
売
活
動
の
た
め
の
支
出
合
計
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表
６
　
�
��
��
�２
０１
０
年
１２
月
３１
日
終
了
事
業
年
度
に
関
す
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
包
括
利
益
へ
の
調
整
表（
提
案
様
式
）－
続
き
１

�
�

�
�

�
�

�

　
　
一
般
管
理
費

　
　
一
般
管
理
活
動
の
た
め
の
支
出

　
　
　
人
件
費

（
３２
１
�３０
０
）

１１
�０７
９
�

（
３３
２
�３７
９
）

　
　
　
人
件
費

　
　
　
年
金

（
５１
�９７
５
）

９
�００
０
�

１０
９
�１２
５
�

（
１７
０
�１０
０
）

　
　
　
年
金
制
度
へ
の
拠
出

５４
�００
０
�

（
５４
�００
０
）

　
　
　
資
本
的
支
出

　
　
　
減
価
償
却
費

（
５９
�８２
０
）

（
５９
�８２
０
）

　
　
　
株
式
に
基
づ
く
報
酬

（
２２
�０２
３
）

（
６
�２５
０
）

（
１２
�１７
１
）

（
３
�６０
２
）

　
　
　
株
式
に
基
づ
く
報
酬
の
決
済

　
　
　
リ
ー
ス
負
債
利
息

（
１４
�８２
５
）

３５
�１７
５
�

（
５０
�００
０
）

　
　
　
リ
ー
ス
料
の
支
払
い

　
　
　
研
究
開
発
費

（
８
�４７
８
）

（
８
�４７
８
）

　
　
　
研
究
開
発
費

　
　
　
そ
の
他

（
１５
�７６
８
）

（
２
�８０
８
）

（
１２
�９６
０
）

　
　
　
そ
の
他

　
　
一
般
管
理
費
合
計

（
４９
４
�１８
９
）

２
�７５
０
�

１３
４
�５８
０
�

（
６３
１
�５１
９
）

一
般
管
理
活
動
の
た
め
の
支
出
合
計

　
　
そ
の
他
営
業
項
目
前
利
益

８７
０
�７１
８
�

（
２９
�００
０
）

１１
�７５
０
�

５２
９
�３１
１
�

３５
８
�６５
７
�

そ
の
他
の
営
業
項
目
前
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

　
　
そ
の
他
営
業
収
益
（
費
用
）

　
　
そ
の
他
の
営
業
活
動
に
よ
る
現
金
の
受
払
い

　
　
　
有
形
固
定
資
産
売
却
益

２２
�６５
０
�

（
１５
�００
０
）

３７
�６５
０
�

　
　
　
有
形
固
定
資
産
の
売
却

　
　
　
関
連
会
社
�
の
持
分
法
損
益

２３
�７６
０
�

２３
�７６
０
�

　
　
　
関
連
会
社
�
へ
の
投
資

　
　
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
・
ヘ
ッ
ジ
実
現
益

３
�９９
６
�

１
�１８
８
�

（
５９
４
）

３
�４０
２
�

　
　
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
・
ヘ
ッ
ジ
の
決
済

　
　
　
売
上
債
権
売
却
損

（
４
�９８
７
）

（
４
�９８
７
）

（
８
�００
０
）

８
�００
０
�

　
　
　
売
上
債
権
売
却
収
入

　
　
そ
の
他
の
営
業
利
益
（
損
失
）
合
計

４５
�４１
９
�

１８
�７７
３
�

１
�１８
８
�

（
２３
�５９
４
）

４９
�０５
２
�

そ
の
他
の
営
業
活
動
に
よ
る
収
入
（
支
出
）

　
　
営
業
利
益
合
計

９１
６
,１３
７
 

（
１０
,２２
７
）

１２
,９３
８
 

５０
５
,７１
７
 

４０
７
,７０
９
 

 
営
業
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計

投
　
資

投
　
資

　
　
受
取
配
当
金

５４
�００
０
�

５４
�００
０
�

　
　
配
当
金
収
入

　
　
売
却
可
能
有
価
証
券
実
現
利
益

１８
�２５
０
�

（
３７
�８５
０
）

５６
�１０
０
�

　
　
売
却
可
能
金
融
資
産
売
却
収
入

　
　
関
連
会
社
�
の
持
分
法
損
益

７
�５０
０
�

７
�５０
０
�

　
　
投
資
利
益
合
計

７９
,７５
０
 

７
,５０
０
 

（
３７
,８５
０
）

１１
０
,１０
０
 

 
投
資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計

　
　
事
業
利
益
合
計

９９
５
,８８
７
 

（
２
,７２
７
）

１２
,９３
８
 

４６
７
,８６
７
 

５１
７
,８０
９
 

 
事
業
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計
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�出
典
：
��
�
�
・
�
�
�
�（
２０
０８
）�
�
�１１
８�
１１
９
（
企
業
会
計
基
準
委
員
会
訳［
２０
０９
］�
�
�１０
７�
１０
８
）

表
６
　
�
��
��
�２
０１
０
年
１２
月
３１
日
終
了
事
業
年
度
に
関
す
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
包
括
利
益
へ
の
調
整
表（
提
案
様
式
）－
続
き
２

�
�

�
�

�
�

�

財
　
務

財
　
務

　
　
現
金
に
係
る
受
取
利
息

８
�６１
９
�

８
�６１
９
�

　
　
現
金
に
係
る
利
息
収
入

　
　
財
務
資
産
収
益
合
計

８
,６１
９
 

８
,６１
９
 

 
財
務
資
産
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計

８６
�４０
０
�

（
８６
�４０
０
）

　
　
配
当
金
の
支
払
い

　
　
支
払
利
息

（
１１
１
�３５
２
）

（
２７
�８３
８
）

（
８３
�５１
４
）

　
　
利
息
の
支
払
い

（
１６
２
�００
０
）

１６
２
�００
０
�

　
　
短
期
借
入
金
借
入
収
入

　
　
財
務
負
債
費
用
合
計

（
１１
１
,３５
２
）

（
１０
３
,４３
８
）

（
７
,９１
４
）

 
財
務
負
債
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計

　
　
財
務
収
益
及
び
費
用
の
正
味
合
計

（
１０
２
,７３
３
）

（
１０
３
,４３
８
）

７０
５
 

 
財
務
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計

　
　
法
人
所
得
税
及
び
そ
の
他
の

法
人
所
得
税
及
び
所
有
者
持
分
前

　
　
包
括
利
益
前
の
継
続
事
業
か
ら
の
利
益

８９
３
�１５
４
��

（
２
�７２
７
）

１２
�９３
８
��

３６
４
�４２
９
��

５１
８
�５１
４
��

継
続
事
業
か
ら
の
現
金
増
減
高

法
人
所
得
税

法
人
所
得
税

　
　
法
人
所
得
税
費
用

（
３３
３
�６２
５
）

（
５２
�４０
４
）

（
２８
１
�２２
１
）

　
　
法
人
所
得
税
の
支
出

　
　
継
続
事
業
か
ら
の
利
益

５５
９
�５２
９
��

（
２
�７２
７
）

１２
�９３
８
��

３１
２
�０２
５
��

２３
７
�２９
３
��

非
継
続
事
業
及
び
所
有
者
持
分
前
現
金
増
減
高

非
継
続
事
業

非
継
続
事
業

　
　
非
継
続
事
業
に
よ
る
損
失

（
３２
�４０
０
）

（
１９
�８１
８
）

（
１２
�５８
２
）

　
　
非
継
続
事
業
か
ら
の
支
出

　
　
法
人
所
得
税
軽
減
額

１１
�３４
０
�

１１
�３４
０
�

　
　
非
継
続
事
業
に
よ
る
損
失

（
２１
,０６
０
）

（
１９
,８１
８
）

１１
,３４
０
 

（
１２
,５８
２
）

 
非
継
続
事
業
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
合
計

　
当
期
純
利
益

５３
８
,４６
９
 

（
２２
,５４
５
）

１２
,９３
８
 

３２
３
,３６
５
 

２２
４
,７１
１
 

所
有
者
持
分
前
現
金
増
減
高

そ
の
他
の
包
括
利
益
（
税
引
後
）

　
　
売
却
可
能
有
価
証
券
の
未
実
現
損
益

１７
�１９
３
�

１７
�１９
３
�

　
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
・
ヘ
ッ
ジ
未
実
現
損
益

１
�８２
５
�

１
�８２
５
�

　
　
外
貨
換
算
調
整
勘
定
－
連
結
子
会
社

２
�０９
４
�

２
�０９
４
�

　
　
外
貨
換
算
調
整
勘
定
－
関
連
会
社
�

（
１
�４０
４
）

（
１
�４０
４
）

　
　
再
評
価
剰
余
金

３
�６５
３
�

３
�６５
３
�

　
そ
の
他
包
括
利
益
合
計

２３
,３６
１
 

６９
０
 

２２
,６７
１
 

－
－

　
包
括
利
益
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が主要な内容である再測定項目は、経営者の主観が大きく影響し、企業の持続

性の判断を困難にすることを指摘しており、当該項目が利益の質の低い部分と

捉えていると考えられる。

　以上の内容をふまえると、����と����は、この調整表によって現行の表示方

法を大幅に変更するとともに、一会計期間における資本取引を除くすべての純資

産変動としての財務業績の開示を目指していることが分かる。また、情報利用者

がそれぞれの判断を基に経済的意思決定が行えるように、多角的な情報提供の手

段である調整表の開示を要求しているように見て取れる。このことは、従来の財

務業績報告を一変させる内容であり、財務業績報告に多大な影響を与えるだろう。

　しかし、資産負債の公正価値会計の適用範囲や収益の認識基準等、財務業績

報告に影響を及ぼす内容については現在も討議されていることや、����等に

よる当該報告形式案に対する批判や反発が存在する現状がある。つまり、今後

の議論によっては、当該報告形式案の大まかな方向性は変更されないとしても、

その詳細が変更される可能性があり、最新の財務諸表の表示プロジェクトの動

向を注視していくことがより重要になると考えられる。

Ⅳ．まとめ

　本論文では、������（２００４）において解説がなされているマトリックス形式に

基づく損益計算表示方式と、現在����と����との間で議論がなされている財

務諸表の表示プロジェクトを中心に、包括利益情報の表示方法とその内容につ

いての解説を行っている。

　その他包括利益項目には、����・����・����に共通するものがある一方で、

それぞれ異なる開示項目が見受けられる。これらの項目は、政策的な意図や評

価・測定方法についての問題点が指摘されており、特にリサイクリングの対象

項目については、現在のところ各基準によって異なっている。
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　財務諸表の表示プロジェクトにおける包括利益表示に関する主な議論として

は、表示形式の一計算書形式への一本化と、その他包括利益項目のリサイクリ

ングの禁止の是非が挙げられる。����と����は、２００８年１０月に「財務諸表の

表示に関する予備的見解」を公表している。「予備的見解」では、すべての財務

諸表について事業・財務・法人所得税・非継続事業の各セクションに分類して

表示する報告形式を提示しており、包括利益計算書については、上記セクショ

ンにその他包括利益項目を加え、一連の包括利益算出過程を一つの計算書内で

報告することを提示している。この包括利益表示形式は、現行の���第１号に

おいて認められている二計算書形式を廃止し、単一の計算書内で表示すること

を規定するものであり、企業間における財務業績計算書の比較可能性を改善し、

情報利用者に対してその他包括利益情報を含む一貫した財務業績情報の提供を

行うことを目的としている。また、「予備的見解」では、情報利用者のニーズ

に沿った財務諸表分析が行えるように、������（２００４）において解説されている

マトリックス形式の包括利益計算書に表示方法が類似している利益とキャッ

シュ・フローの調整表という新たな計算書を提案している。

　上述の報告形式は、従来の純利益計算を否定し、より客観的に測定される包

括利益の開示のみを要求することで、財務諸表の作成側である企業による利益

操作の余地を大幅に低減することに貢献している。また、財務業績計算書によ

る多義的な情報提供を行うことにより、個々の投資家が特定の業績指標だけに

影響されることなく、それぞれの判断に基づく投資意思決定を促すことにも貢

献すると考えられる。しかし、このことは、企業の経営内容をより詳細に理解

していると考えられる経営者が独自の判断に基づいて算定する純利益にこそ、

将来を予測する能力があるとする先行研究を否定することにつながる３２。また、
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�������������	����（１９９９）や���������	��
	��
�
��（２００８）等の多くの先行研究における実

証分析結果では、包括利益情報に対する純利益情報の有用性を示している。

３２



従来の損益計算書に比べて情報内容が複雑になることから、新たな財務業績報

告に対する投資家の理解が得られない可能性もある。

　このように、包括利益は現在その報告形式や報告項目についての議論が行わ

れているところであり、引き続き財務諸表の表示プロジェクトにおける包括利

益情報関連の動向を注意深く確認するとともに、会計理論的な側面からの検討

も行っていく必要があるだろう。
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